
評価シート（B）　（施策評価：施策を構成する事業の評価）

達成度：A（目標値を達成している），B（目標値を達成していないが、設定時の値から見て指標が目指す方向に推移している）
　　　　　C（目標値を達成しておらず、設定時の値からみて指標が目指す方向と逆方法に推移している），…（現状値が把握できない等のため判定不能）

県、大学等の学術研究機関と地元企業など、産学官連携による技術の普及を目指します。
特に、企業のものづくり基盤技術の高度化を図るため、県内の学術研究機関が連携し、技術相談・支援やものづくり開発を進める
研究会などへの支援を行っています。

4政策番号

政策評価指
標／達成度

2 － 4 －

先端・基盤技術高度化支援事業における産学連
携グループ（研究会等）数

対象年度 Ｈ１８ 作成部課室

政策整理番号 15 施策番号 6

経済商工観光部 新産業振興課  関係部課室

2446

政策名

施策概要

施策番号 6

高度な産業技術の普及推進

施策名 産学官連携による技術の普及

Ａ

H１８ 成果
指標名
（単位）

H１７ H１８

（誰・何を対象
として）

事業費
（決算(見込)額，千円）

施策を構成する事業の分析

活動（事業）／活動（事業）によりもたらされた結果 活動（事業）によりもたらされた成果

業績指標の値

（事業の成
果。「事業の

目的」に対応）

（対象をどういう状
態にしたのか）

単位当たり事業費（千円）

事業の目的
（意図）

成果指標の値

H１６

1 企業

（何をしたのか）
（事業の活動
量。「事業の

手段」に対応）

事業名

【担当課】

先端・基盤技術高
度化支援事業（支
援センターによる支
援）

【新産業振興課】

事
業
番
号

事業の
対象

3920

支援センター（ＫＣ
みやぎ）による各
種の企業支援を
行う。

支援要請企
業数
（社）

21

71.3

1,498 2,200

42 企業と学術研究
機関とのマッチ
ング件数が増加
する。

52.4

マッチング
件数
（件）

303.1

1
学術研究機

関等

先端・基盤技術高
度化支援事業（支
援グループの体制
整備・連携）

【新産業振興課】

3,334 3,800

13 企業と学術研究
機関とのマッチ
ング件数が増加
する。

292.3

マッチング
件数
（件）

2
県内中小企
業・生産者

等

知的財産活用推進
事業【平成１８年度
新規】

【新産業振興課】

日本弁理士会との
協定に基づき，知
的財産の知識普
及等を目的とした
セミナーを実施し
た。

セミナーの
開催数
（回） 2,550

7
県内企業の知的
財産に対する意
識を高める。

364.3

セミナー参
加者数
（人）

事業費計（千円） 4,832 8,550

20

事業の手段
（内容）

業績
指標名
（単位）

H１６ H１７

高度化支援グ
ループとして参画
する大学・高専等
学術研究機関等
による連携体制を
構築する。

協定等によ
る参加数
（機関）

11

226

39



施策を構成する事業の方向性

維持

知財の理解向上のためのセミ
ナーのニーズが見込まれることか
ら，開催方法による工夫を凝らし
同程度の事業内容で実施する。

取組2
産学官の連携による高度技術産
業の集積促進

維持

・地域企業の学術研究機関との
マッチングのニーズが継続して見
込まれることから、次年度も引き
続き同程度の事業内容で実施す
る。

取組2
産学官の連携による高度技術産
業の集積促進

維持

・地域企業の基盤技術高度化、
技術移転等のニーズが継続して
見込まれることから、次年度も引
き続き同程度の事業内容で実施
する。

取組2
産学官の連携による高度技術産
業の集積促進

方向性 方向性に関する説明

「宮城の将来ビジョン」における位置づけ

取組番号 取組名

【施策の次年度（平成２０年度）の方向
性】※この施策における今後の課題等を記載

・高度化支援センターや協定参加機
関による技術支援や「みやぎ知的財産
活用推進方策」に基づく知財の活用
支援等に係る周知が不十分なので、
今後はより一層のPR・積極的な取組を
展開していく。

・政策評価指標は順調に推移して
おり、この施策を構成する事業の成
果と考えられ、有効と判断する。

・各事業は効率的に執行され、施
策全体としては、「効率的」と判断
する。

・各事業は施策の目的である「産学官
連携による高度技術産業の集積促進」
に沿って実施されている。施策は十分
な成果があがっており，概ね効率的に
執行されている。このことから、施策全
体としては「適切」と判断する。

【評価の根拠】
※施策を構成する事業の分析「B-3 事業
の効率性」を総括して記載

【評価の根拠】
※施策を構成する事業の分析「B-1 事業へ
の県の関与の適切性と事業設定の妥当性」
を総括して記載

Ｂ－１，２，３　施策を構成する事業群の評価 B　施策評価（総括）

Ｂ－１ 施策実現にむけた県の関与の
適切性と事業群設定の妥当性

Ｂ－２　事業群の有効性

効率的
【評価の根拠】
※Ｂ－１，２，３を総括し施策を総合的に評価

Ｂ－３　事業群の効率性 適切

適切 有効

・この施策では、県・学術研究機
関・産業支援機関・企業等の役割
分担が適切に行われ、県は適切に
関与している。

【評価の根拠】
※施策を構成する事業の分析「B-2 事業の
有効性」を総括して記載

活動（事業）の分析
活動（事業）の次年度（平成２０年

度）の方向性とその説明

B-2 事業の有効性 B-3 事業の効率性

【事業は効率的に執行されたか（単位当た
り事業費の推移その他から）】

B-1 施策実現にむけた県の関与
の適切性と事業設定の妥当性

【国，市町村，民間団体との役割分担は適切
か】
【施策目的及び社会経済情勢を踏まえた事
業か】
【事業間で重複や矛盾がないか】

【成果指標の推移から見て，事業の成果が
あったか】
【施策目的の実現に貢献したか】

単位当たりの事業費は向上しており、
事業は効率的に執行されたと判断す
る。

・県産業技術総合センター内の支援セ
ンターが技術相談・技術支援のワンス
トップ体制の中心的役割を担っており、
県は適切に関与している。
・地域企業の基盤技術高度化、学術研
究機関からの技術移転等のニーズは高
く、必要性の高い事業である。

・支援センターによる技術支援、セミ
ナー、技術交流会の開催等を通じて、
企業と学術研究機関とのマッチング件数
は増加しており、施策の実現に貢献した
と判断する。

単位当たりの事業費は向上しており、
事業は効率的に執行されたと判断す
る。

・相互協力協定の締結により、県、学術
研究機関・産業支援機関・企業との役
割分担が適切に行われ、県の関与は適
切である。
・地域企業のニーズと学術研究機関の
シーズとのマッチングの要請は強く、必
要性の高い事業である。

・相互協力協定への参加機関の増加に
より、県、学術研究機関、産業支援機関
による企業への支援、シ－ズ提供の幅
が広がったこと等により、企業と学術研
究機関とのマッチング件数は増加してお
り、施策の実現に貢献したと判断する。

初年度事業は，知財に関して精通し，
知財関係セミナーの企画・実施に係る
実績・ノウハウを有する機関に委託し
たが，次年度以降は初年度の経験を
活かし県直営で実施予定であるた
め，より効率性を向上できると思われ
る。

平成１８年３月に「みやぎ知的財産活用
推進方策」を策定し，県として知財を活
用した産業振興を進めているが，その
方策の５つの柱のうちの１つである「知
財の理解向上」のために必要性の高い
事業である。

事業実施初年度であり，過年度との比
較はできないが，県として初めてのセミ
ナーの開催であり，参加者からも好評で
あったことから，施策の実現に貢献したと
判断する。さらに，開催方法に工夫を凝
らすことにより成果の向上が期待できる。

施策を構成する事業の分析



政策評価指標分析カード（整理番号１） 施策番号 6

政策評価指標の選定理由

・県内の企業の基盤技術のさらなる向上のために，市場ニ－ズを考慮した基盤技術の円滑な企業への技術移転（加工技術の導入、新技術による新
製品開発）を実施していくため，産学における連携グループ（研究会等）が持続して増えていくことが必要である。

7

達成度 A

・大学等の学術研究機関における新技術（シーズ）の企業への移転を促進する上で有効な手法であり、適切な指標と考える。

・基盤技術の高度化や技術移転（加工技術の導入、新技術による新製品開発）についての地域企業のニーズが高いことによるもの。
・今後も産学連携による研究会等のグループが持続して増加することが想定される。

政策評価指標の妥当性【施策の有効性を評価する上で適切な指標か】

達成度：A（目標値を達成している），B（目標値を達成していないが、設定時の値から見て指標が目指す方向に推移している）
　　C（目標値を達成しておらず、設定時の値からみて指標が目指す方向と逆方法に推移している），…（現状値が把握できない等のため判定不能）

達成状況の背景（未達成の場合はその理由等）・今後の見通し

政策評価指標の概要

石巻専修大学，一関工業高等専門学校，仙台電波工業高等専門学校，東北学院大学，東北工業大学，東北職業能力開発大学校，東北文化学園
大学，宮城教育大学，宮城工業高等専門学校，宮城大学の各校における産学連携グループ（研究会等）の設置数

5

・・・ A

仮目標値

Ｈ18

現況値 1 1 12 13

Ｈ１６ Ｈ１７測定年 Ｈ１６

15

評価年 初期値 Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

目標値 Ｈ１７ 5 Ｈ２２

政策評価指標 単位

先端・基盤技術高度化支援事業における産学連携グループ
（研究会等）数

件

施策番号 6 施策名 産学官連携による技術の普及

－ 4 － 4

政策整理番号

政策名 高度な産業技術の普及推進 2政策番号

15

対象年度 Ｈ１８ 作成部課室 経済商工観光部 新産業振興課      関係部課室

572446
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